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    長野県では、財政状況をよりわかりやすく県民の皆様にご理解いただけるよう、平成長野県では、財政状況をよりわかりやすく県民の皆様にご理解いただけるよう、平成長野県では、財政状況をよりわかりやすく県民の皆様にご理解いただけるよう、平成長野県では、財政状況をよりわかりやすく県民の皆様にご理解いただけるよう、平成 11111111

年度から、総務省の作成基準に基づき、県が保有する資産や負債などのストック情報を提年度から、総務省の作成基準に基づき、県が保有する資産や負債などのストック情報を提年度から、総務省の作成基準に基づき、県が保有する資産や負債などのストック情報を提年度から、総務省の作成基準に基づき、県が保有する資産や負債などのストック情報を提

供するバランスシート（貸借対照表）等を作成・供するバランスシート（貸借対照表）等を作成・供するバランスシート（貸借対照表）等を作成・供するバランスシート（貸借対照表）等を作成・公表しています。公表しています。公表しています。公表しています。    

    平成平成平成平成 21212121 年度年度年度年度（平成（平成（平成（平成 20202020 年度決算）年度決算）年度決算）年度決算）からは総務省からは総務省からは総務省からは総務省の新地方公会計モデルに基づく財務諸表の新地方公会計モデルに基づく財務諸表の新地方公会計モデルに基づく財務諸表の新地方公会計モデルに基づく財務諸表

を公表しており、このたび、平成を公表しており、このたび、平成を公表しており、このたび、平成を公表しており、このたび、平成 22224444 年度決算を対象とした年度決算を対象とした年度決算を対象とした年度決算を対象とした財務諸表を作成しました。財務諸表を作成しました。財務諸表を作成しました。財務諸表を作成しました。    

    

    

    

【ポイント（普通会計）】【ポイント（普通会計）】【ポイント（普通会計）】【ポイント（普通会計）】    

    

貸貸貸貸借対照表借対照表借対照表借対照表    

    

○○○○    資産は４兆資産は４兆資産は４兆資産は４兆 1,1,1,1,303303303303 億円で、億円で、億円で、億円で、91.91.91.91.4444%%%%を有形固定資産が占めていますを有形固定資産が占めていますを有形固定資産が占めていますを有形固定資産が占めています。。。。    

        昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、減価償却による有形固定資産の減少及び減価償却による有形固定資産の減少及び減価償却による有形固定資産の減少及び減価償却による有形固定資産の減少及び経済対策関連基金の経済対策関連基金の経済対策関連基金の経済対策関連基金の

活用による活用による活用による活用による基金基金基金基金残高の減少残高の減少残高の減少残高の減少などによりなどによりなどによりなどにより、、、、333330303030 億円億円億円億円減少減少減少減少ししししています。ています。ています。ています。    

    

    

    ○○○○    負債は負債は負債は負債は２兆２兆２兆２兆 525252529999 億円で、億円で、億円で、億円で、85.85.85.85.5555%%%%を地方債が占めています。を地方債が占めています。を地方債が占めています。を地方債が占めています。    

昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、臨時財政臨時財政臨時財政臨時財政対策債対策債対策債対策債の発行による地方債の発行による地方債の発行による地方債の発行による地方債残高残高残高残高の増加などの増加などの増加などの増加などによりによりによりにより、、、、

282828281111 億円億円億円億円増加増加増加増加ししししています。ています。ています。ています。    

                

        ○○○○    県民県民県民県民一人当たり一人当たり一人当たり一人当たりでは、では、では、では、資産は資産は資産は資産は 191919190000 万万万万７千７千７千７千円円円円、負債は、負債は、負債は、負債は 94949494 万万万万８８８８千円千円千円千円となっています。となっています。となっています。となっています。    

       ＜資産の構成比＞               ＜負債の構成比＞ 

        

有形固定

資産

91.4%

売却可能

資産 0.1%

投資等

3.4%

流動資産

5.1%

    

    

    

＜主な増減＞                                            （単位：億円） 

資       産 

 

負債及び純資産 

 24 年度 23 年度 増減  24 年度 23 年度 増減 

有形 

固定資産 

37,760 38,274  △514 

 

負債 20,529 20,248    281 

基金等 573 598 △25  地方債 17,559 17,251  308 

現金預金 2,104 1,887 217 純資産 20,774 21,385 △611 

計 41,303  41,633   △330  計    41,303   41,633  △330 

 

県民１人当た

り資産(千円) 

1,907 1,940 △33  

県民１人当た

り負債(千円) 

    948     944     4 

 

  

 

新地方公会計モデルに基づく財務諸表（平成新地方公会計モデルに基づく財務諸表（平成新地方公会計モデルに基づく財務諸表（平成新地方公会計モデルに基づく財務諸表（平成 24242424 年度決算）について年度決算）について年度決算）について年度決算）について    

地方債

85.5%

退職手当

引当金

12.9%

その他

1.6%

 
資産 4 兆 1,303 億円 負債 2 兆 529 億円 
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行政行政行政行政コスト計算書コスト計算書コスト計算書コスト計算書    

    

    ○○○○    経常行政コストは経常行政コストは経常行政コストは経常行政コストは 6,56,56,56,575757575 億円で、人件費などの「人にかかるコスト」が億円で、人件費などの「人にかかるコスト」が億円で、人件費などの「人にかかるコスト」が億円で、人件費などの「人にかかるコスト」が 39.39.39.39.3333%%%%、減価、減価、減価、減価

償却費などの「物にかかるコスト」が償却費などの「物にかかるコスト」が償却費などの「物にかかるコスト」が償却費などの「物にかかるコスト」が 21.21.21.21.8888%%%%を占めています。行政目的別で最も大きなを占めています。行政目的別で最も大きなを占めています。行政目的別で最も大きなを占めています。行政目的別で最も大きな

割合を占めるのが「教育」で、全体の割合を占めるのが「教育」で、全体の割合を占めるのが「教育」で、全体の割合を占めるのが「教育」で、全体の 30.30.30.30.4444%%%%を占めています。を占めています。を占めています。を占めています。    

    

○○○○    昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、昨年度と比較すると、15151515 億円億円億円億円減少減少減少減少しています。しています。しています。しています。これはこれはこれはこれは人件費人件費人件費人件費の減少によの減少によの減少によの減少によるるるる「人にか「人にか「人にか「人にか

かるコスト」かるコスト」かるコスト」かるコスト」やややや国の緊急雇用創出基金による事業の減少や国の緊急雇用創出基金による事業の減少や国の緊急雇用創出基金による事業の減少や国の緊急雇用創出基金による事業の減少や経費節減によ経費節減によ経費節減によ経費節減によりりりり「「「「物にかか物にかか物にかか物にかか

るるるるコスト」がコスト」がコスト」がコスト」が減少減少減少減少したしたしたしたことによるものです。ことによるものです。ことによるものです。ことによるものです。    

        

○○○○    県民一人当たり県民一人当たり県民一人当たり県民一人当たりの経常行政コストは、の経常行政コストは、の経常行政コストは、の経常行政コストは、30303030 万万万万５５５５千円となっています。千円となっています。千円となっています。千円となっています。    

 

    

＜経常行政コストの構成比＞ 

 

      

（性質別）                       （目的別） 

 

人にかか

るコスト

39.3%

物にかか

るコスト

21.8%

移転支出

的なコスト

34.9%

その他の

コスト

4.0%
生活インフ

ラ・国土保

全 18.2%

教育 30.4%

福祉 17.4%

環境衛生

3.8%

産業振興

10.3%

警察 6.6%

総務 5.0%
その他

8.3%

    

    

 

＜増減＞                                          （単位：億円） 

 24 年度 23 年度 増減 

経常行政コスト 6,575 6,590  △15 

 

 

人にかかるコスト 2,585 2,589 △4 

物にかかるコスト 1,432 1,444 △12 

移転支出的なコスト 2,292 2,289 3 

その他のコスト 266 268 △2 

 

県民１人当たり経常行政コ
スト（千円） 305 307 △2 
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【普通会計財務諸表について】【普通会計財務諸表について】【普通会計財務諸表について】【普通会計財務諸表について】    

 

１１１１    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表                                  (単位：億円) 

資産の部 24 年度 23 年度 増減 

１．公共資産 

(1)有形固定資産 

(2)売却可能資産 

 

２．投資等 

(1)投資及び出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

(4)その他 

 

３．流動資産 

(1)現金預金 

(2)未収金 

37,802 

37,760 

42 

 

1,384 

433 

376 

573 

0 

 

 2,116 

2,104 

12 

38,328 

38,274 

55 

 

1,405 

437 

360 

598 

10 

 

 1,900 

1,887 

13 

△ 526 

△ 514 

△   13 

 

△   21 

  △    4 

16 

△   25 

△   10 

 

216 

217 

△    1 

資産合計 41,303 41,633 △  330 

負債の部    

１．固定負債 

(1)地方債 

(2)退職手当引当金 

(3)その他 

 

２．流動負債 

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)その他 

 

19,117 

16,557 

2,408 

152 

 

1,411 

1,002 

409 

18,840 

16,260 

2,396 

184 

 

1,408 

991 

417 

277 

297 

12 

△  32 

 

  3 

    11 

   △    8 

負債合計 20,529 20,248 281 

純資産の部    

純資産合計 20,774 21,385 △   611 

負債及び純資産合計 41,303 41,633 △   330 

※ 端数処理により内訳と合計が一致しない箇所があります。（以下本文中各表について同様） 
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(1) 資産の状況 

資産は、４兆 1,303 億円となっており、91.4％を有形固定資産が占めます。 

前年度と比較すると、資産総額は330億円の減となっています。これは、減債基金

等の増加により現金預金が217億円増加する一方で、有形固定資産が減価償却や資産

の評価替え等により514億円減少するとともに、基金の残高が経済対策関連基金の活

用等により 25億円減少したためです。 

有形固定資産の内訳は、道路・橋りょう・公園・住宅等の生活インフラ・国土保

全が 82.7％、高等学校建設等の教育が 7.4％、治山や造林等の産業振興が 6.1％など

となっています。 

県民一人当たりの資産は、190 万７千円となっています。 

 

(2) 負債の状況 

負債は、２兆 529 億円となっており、地方債（翌年度償還予定地方債を含む）が

85.5％、退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）が 12.9％を占めていま

す。 

前年度と比較すると281億円の増となっています。これは、地方交付税の振替に伴

う臨時財政対策債の残高が増加したこと等によるものです。 

１兆 7,559 億円の地方債残高のうち、9,837 億円（56.0％）は後年度に基準財政需

要額(※)に算入されます。 

県民一人当たりの負債は、94 万８千円、このうち県民一人当たりの地方債残高は、

81 万１千円となっています。 

 

(3) 純資産の状況 

純資産は２兆774億円となっており前年度と比較すると611億円減少しています。

なお、県民一人当たり 95万９千円となっています。 

 

（参考）地方債残高の状況                    

 H24 年度末残高 

固定負債 1 兆 6,557 億円 

流動負債（翌年度地方債償還予定額） 1,002 億円 

合  計 Ａ 1 兆 7,559 億円 

 
基準財政需要額（※）に算入される額 Ｂ 

9,837 億円 

 減債基金積立額 Ｃ 1,471 億円 

 差額 Ａ－Ｂ－Ｃ  6,251 億円 

 

※基準財政需要額とは、普通交付税額を算定する場合に地方公共団体の標準的な財政需要を算定

するもので、人口や道路延長、地方債償還額などを基に算定します。 
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２２２２    行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書                                       (単位：億円) 

 24 年度 構成比  23 年度 増減 

経常行政コスト（Ａ）  6,575 100.0%   6,590 △  15 

１．人にかかるコスト 

(1) 人件費 

(2) 退職手当引当金繰入 

(3) 賞与引当金繰入 

 

２．物にかかるコスト 

(1) 物件費 

(2) 維持補修費 

(3) 減価償却費 

 

３．移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付 

(2) 補助金 

(3) 他会計等への支出額 

(4) 他団体への公共資産整備補助金 

 

４．その他のコスト 

(1) 支払利息 

(2) 回収不能見込計上額 

(3) その他行政コスト 

 

2,585 

2,205 

241 

140 

 

1,432 

256 

119 

1,056 

 

2,292 

155 

1,556 

26 

556 

 

266 

257 

9 

0 

 

 39.3% 

33.5% 

3.7% 

2.1% 

 

 21.8% 

 3.9% 

 1.8% 

16.1% 

 

 34.9% 

 2.4% 

 23.7% 

 0.4% 

 8.5% 

 

 4.0% 

 3.9% 

0.1% 

0.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,589 

2,249 

199 

140 

 

1,444 

280 

117 

1,047 

 

2,289 

168 

1,540 

25 

556 

 

268 

265 

2 

0 

 

△  4 

△ 44 

 42 

   0 

 

△  12 

△  24 

2 

   9 

 

      3 

△  13 

 16 

   1 

0 

 

△   2 

△   8 

   7 

     0 

 

経常収益（Ｂ） 165  154     11 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 

（経常行政コスト－経常収益） 

6,410  6,436 △  26 
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行政コスト計算書において、経常行政コストは 6,575 億円で、前年度と比較すると

15 億円の減となっています。これは、福祉に係る補助金等が 16 億円増加する一方で、

国の緊急雇用創出基金に係る事業の減少等により、物件費が24億円減少したためです。 

経費の性質別では人件費などの「人にかかるコスト」が 39.3％、減価償却費などの

「物にかかるコスト」が 21.8%、補助金支出などの「移転支出的なコスト」が 34.9％、

「その他のコスト」が 4.0%となっています。 

行政目的別では、最も大きな割合を占めるのが「教育」で、全体の 30.4％を占めて

います。また、県民一人当たりの行政コストは、30 万４千円となっています。 

        経常収益は、165 億円となっており、経常行政コストの 2.5％となっています。 

 

３３３３    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書                         (単位：億円) 

 金 額 

期首純資産残高 

 

純経常行政コスト 

財源調達 

地方税 

地方交付税 

補助金 

その他 

 

臨時損益 

 

資産評価替・無償受入 

 

期末純資産残高 

21,385 

 

△ 6,410 

6,022 

2,154 

2,279 

1,110 

478 

 

△ 45 

 

△ 178 

             

20,774 

 

４４４４    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書                                                                                            (単位：億円) 

 金 額 

１．経常的収支 

２．公共資産整備収支 

３．投資・財務的収支 

1,432 

△231 

△1,207 

当期収支 △6 

期首資金残高 152 

期末資金残高 146 

（基礎的財政収支） 

 収入総額 

 支出総額 

 地方債発行額 

 地方債元利償還金 

 財政調整基金等増減 

 

8,630 

△8,636 

△1,299 

1,244 

223 

基礎的財政収支 162 

資金収支計算書において、経常的収支額は 1,432 億円のプラスになっている一方、

公共資産整備収支額は 231 億円、投資・財務的収支額は 1,207 億円のマイナスとなっ

ており、収支額の合計は６億円のマイナスとなっています。 
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～～～～    参考参考参考参考    ～～～～    

 

○ 財務諸表 4 表の相関関係    

    

 

    

○ 県民一人当たり金額 

     （単位：千円） 

 24 年度 23 年度 増減 

貸

借

対

照

表

 

  資      産 1,907 1,940 △33 

  有形固定資産 1,744 1,784 △40 

  負      債 948 944 4 

  

  

地方債 

（翌年度償還含む） 

811 804 7 

退職手当 

（翌年度支払分含む） 

122 123 △1 

行

政

コ

ス

ト

計

算

書

 

  経常行政コスト 304 307  △3 

  

  

  

人にかかるコスト 119 121 △2 

物にかかるコスト 66 67 △1 

移転支出的なコスト他 118 118 0 

  経常収益 8 7 1 

  純経常行政コスト 296 300 △4 

 

 

 

  
負  債

    [2 兆 529 億円] 

  
純資産

    [2 兆 774 億円] 

  
資 産

  [4 兆 1,303 億円]

 ・・・

  
 歳計現金 [146 億円]

  
 ・・・

貸借対照表 行政コスト計算書 

  
経常行政コスト  [6,575 億円]

｜

経  常  収  益    [165 億円]

∥

純経常行政コスト[6,410 億円]

  

資金収支計算書 純資産変動計算書 

  
期首純資産残高  [2 兆 1,385 億円]

｜

純経常行政コスト [6,410 億円]

＋

一般財源、補助金受入等[5,977 億円]

＋

資産評価替え等 [△178 億円]

∥

期末純資産残高[2 兆 774 億円]

  

  
収 入  [8,630 億円]

｜ 
支 出  [8,636 億円]

∥ 
歳計現金増減額  [△６億円]

＋ 
期首歳計現金残高 [152 億円]

∥ 
期末歳計現金残高[146 億円]
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○ 主な指標 

・ H23 の【】内には、平成 23年度決算について、本県と財政力が類似する５県の平均

値と、数値が大きい順の順位を表示しています。 

 

指  標  名 

指標値 

指 標 の 内 容 

H24 H23 増減 

社会資本形成の世代間負担比率 

○ 現世代負担比率 

 

 

 

○ 将来世代負担比率 

 

 

 

 

55.0% 

 

 

 

46.5% 

 

 

 

 

55.8% 

【61.9%】 

【 ６位】 

 

45.0% 

【44.1%】 

【 ３位】 

 

 

△0.8% 

 

 

 

 +1.5% 

 

 

社会資本形成の結

果を表す公共資産の

うち、純資産（過去

及び現世代）及び負

債（将来世代）によ

る形成割合を表す 

 

○ 歳入額対資産比率 

 

 

4.7 

 

 

4.6 

【 5.1 】 

【 ６位】 

 0.1% 

 

 

歳入総額に対する

資産の比率（形成さ

れた資産は何年分の

歳入が充当されたか

を表示） 

 

○ 資産老朽化比率 

 

44.0% 

 

 

42.4% 

【44.6%】 

【 ４位】 

 +1.6% 

 

 

有形固定資産のう

ち土地以外の償却資

産の取得価額に対す

る減価償却累計額の

割合により経年状況

を把握 

 

○ 受益者負担比率 

 

2.5% 

 

 

2.3% 

【 2.6%】 

【 ４位】 

+0.2% 

 

 

経常行政コストに

対する受益者負担の

比率を表す 

 

○ 行政コスト対公共資産比率 

17.4% 

 

 

17.2% 

【16.5%】 

【 ２位】 

 +0.2% 

 

 

ハード、ソフト両

面にわたるバランス

のとれた財源配分と

なっているかを表す 

 

○ 行政コスト対税収比率 

 

107.7% 

 

 

107.0% 

【109.7%】 

【  ５位】 

 +0.7% 

 

 

当年度に行われた

行政サービスについ

て、どれだけ当年度

の負担で賄われたか

を表す 

 

 

 

 

 

純資産合計 

公共資産合計 
×100 

地方債残高 

公共資産合計 
×100 

資産合計 

歳入総額 

減価償却累計額 

(有形固定資産計－土地＋減価償却累計額) 
×100 

×100 
経常収益 

経常行政コスト 

経常行政コスト 

公共資産 
×100 

純経常行政コスト 

(一般財源＋補助金等受入＋減価償却による財源増) 
×100 
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【県全体及び連結財務諸表について】【県全体及び連結財務諸表について】【県全体及び連結財務諸表について】【県全体及び連結財務諸表について】    

    

普通会計のほか、企業局会計（電気、水道）、流域下水道事業会計の各公営企業会計を

含めた財務諸表を県全体として表示しています。 

また県全体に、県の関与及び財政支援の下で県の事務事業と密接な関連を有する業務

を実施している関係団体を加え、連結財務諸表として表示しています。 

連結を行った関係団体は、「新地方公会計制度実務研究会報告」で示された基準をもと

に、本県が加入する一部事務組合・広域連合、本県が設立した地方独立行政法人及び地

方三公社、資本金、基本金等を５０％以上出資している団体、さらに５０％未満の団体

についても県の関与の実態により連結対象としています。 

 

１１１１    県全体県全体県全体県全体貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表                                                        (単位：億円) 

資産の部 24 年度 23 年度 増減 

１．公共資産 

(1)有形固定資産 

(2)売却可能資産等 

 

２．投資等 

(1)投資及び出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

(4)その他 

 

３．流動資産 

(1)現金預金 

(2)未収金等 

 

４．繰延勘定 

40,357 

40,309 

48 

 

1,358 

407 

376 

573 

1 

 

 2,199 

2,178 

21 

 

0 

40,908 

40,847 

61 

 

1,379 

411 

360 

598 

10 

 

 1,985 

1,963 

22 

 

0 

△ 551 

△ 538 

△ 13 

 

△  21 

△   4 

16 

△  25 

△   9 

 

 214 

215 

△   1 

 

0 

 

資産合計 43,914 44,272 △ 358 

負債の部    

１．固定負債 

(1)地方債 

(2)退職手当引当金 

(3)その他 

 

２．流動負債 

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)その他 

 

19,697 

17,118 

2,420 

159 

 

1,473 

1,049 

424 

19,440 

16,841 

2,408 

192 

 

1,474 

1,043 

431 

257 

277 

  12 

 △  33 

 

  △  1 

6 

△  7 

負債合計 21,169 20,914 255 

純資産の部    

純資産合計 22,745 23,358 △  613 

負債及び純資産合計 43,914 44,272 △  358 
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２２２２    県全体県全体県全体県全体行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書                                  (単位：億円) 

 24 年度 構成比  23 年度 増減 

経常行政コスト（Ａ）  6,729 100.0%   6,744 △  15 

１．人にかかるコスト 

(1) 人件費 

(2) 退職手当引当金繰入 

(3) 賞与引当金繰入 

 

２．物にかかるコスト 

(1) 物件費 

(2) 維持補修費 

(3) 減価償却費 

 

３．移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付 

(2) 補助金 

(3) 他会計等への支出額 

(4) 他団体への公共資産整備補助金 

 

４．その他のコスト 

(1) 支払利息 

2,599 

2,215 

244 

140 

 

1,574 

298 

133 

1,142 

 

2,268 

155 

1,532 

26 

556 

 

288 

273 

 

 38.6% 

32.9% 

3.6% 

2.1% 

 

 23.4% 

 4.4% 

 2.0% 

17.0% 

 

 33.7% 

 2.3% 

 22.8% 

 0.4% 

 8.3% 

 

 4.3% 

 4.1% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,601 

2,259 

201 

140 

 

1,587 

321 

134 

1,132 

 

2,266 

168 

1,517 

25 

556 

 

290 

282 

 

△   2 

△  44 

  43 

     0 

 

△  13 

△  23 

△   1 

  10 

 

   2 

△  13 

  15 

   1 

0 

 

△   2 

△   9 

 

経常収益（Ｂ） 296  279 17 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 

（経常行政コスト－経常収益） 

6,433  6,465 △  32 

 

３３３３    県全体県全体県全体県全体純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書                    (単位：億円) 

 金 額 

期首純資産残高 

 

純経常行政コスト 

財源調達 

地方税 

地方交付税 

補助金 

その他 

 

臨時損益 

 

資産評価替・無償受入 他 

 

期末純資産残高 

23,358 

 

△ 6,433 

6,044 

2,154 

2,279 

1,134 

476 

 

△  47 

 

△ 177 

       

22,745 

 

４４４４    県全体県全体県全体県全体資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書                                                                            (単位：億円) 

 金 額 

１．経常的収支 

２．公共資産整備収支 

３．投資・財務的収支 

1,481 

△   242 

△ 1,024 

当期収支 215 

期首資金残高 1,963 

期末資金残高 2,178 
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会計基準 

県全体及び連結財務諸表作成にあたり、その基礎となる各会計･団体･法人の個別財

務書類は、基本的に各団体等の会計基準に則って作成された法定決算書類により作成

しています。 

 

主な調整 

 

○出納整理期間における現金の受払いの調整 

 

普通会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払

い等が終了した後の計数を会計年度末に計上していますが、公営企業会計及び関係団

体には出納整理期間が存在しないため、連結に際して、普通会計において出納整理期

間中に現金の受払い等がなされた場合は、公営企業会計及び関係団体においても、こ

れに対応する現金の受払い等が当該会計年度末に終了したものとして調整を行いまし

た。 

 

 

○個別会計間の調整 

 

連結団体の会計相互間の貸付金・借入金、投資及び出資金・資本金などは相殺消去

し、純計として計上しています。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞＜貸借対照表＞    

    

(1) 資産は、４兆 3,914 億円となっており、そのうちの 91.8％を有形固定資産が

占めています。有形固定資産の内訳は、道路・橋りょう・公園・住宅等の生活イ

ンフラ・国土保全が 82.3％、高等学校施設等の教育が 6.9％などとなっています。 

(2) 負債は、２兆 1,169 億円となっており、地方債（翌年度償還予定地方債を含む）

が 85.8％、退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）12.6％となってい

ます。 

 

 

（参考）地方債残高の状況                    

 H24 年度末残高 

固定負債 1 兆 7,118 億円 

流動負債（翌年度地方債償還予定額） 1,049 億円 

合  計 Ａ 1 兆 8,167 億円 

 
基準財政需要額（※）に算入される額 Ｂ 

        1 兆 0,007 億円 

 減債基金積立額 Ｃ 1,471 億円 

 差額 Ａ－Ｂ－Ｃ  6,689 億円 

 

＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞    

    経常行政コストは、6,729 億円で、経費の性質別では人件費などの「人にかか

るコスト」が 38.6％、減価償却費などの「物にかかるコスト」が 23.4%、補助金

支出などの「移転支出的なコスト」が 33.7％となっています。 

   目的別では、最も大きな割合を占めるのが「教育」で、全体の 29.7％を占めて

います。 

   経常収益は、296 億円となっており、経常行政コストの 4.4％となっています。 

    

＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞    

資金収支計算書において、経常的収支額は 1,481 億円のプラスになっている一

方、公共資産整備収支額は 242 億円、投資・財務的収支額は 1,024 億円のマイナ

スとなっており、収支額の合計は 215 億円のプラスとなっています。 

県全体財務諸表のポイント県全体財務諸表のポイント県全体財務諸表のポイント県全体財務諸表のポイント    
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５５５５    連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表                                                               (単位：億円) 

資産の部 24 年度 23 年度 増減 

１．公共資産 

(1)有形固定資産 

(2)売却可能資産 

(3)その他 

 

２．投資等 

(1)投資及び出資金 

(2)貸付金 

(3)基金等 

(4)その他 

 

３．流動資産 

(1)現金預金 

(2)未収金 

(3)販売用不動産等 

 

４．繰延勘定 

41,603 

41,554 

42 

7 

 

1,142 

129 

154 

774 

85 

 

 2,436 

2,318 

92 

27 

 

0 

42,184 

42,121 

55 

8 

 

1,171 

128 

175 

786 

82 

 

 2,238 

2,123 

83 

33 

 

0 

△ 581 

△ 567 

△  13 

△   1 

 

△   29 

   1 

△   21 

△  12 

3 

 

 198 

195 

9 

△    6 

 

0 

資産合計 45,182 45,593 △ 411 

負債の部    

１．固定負債 

(1)地方債 

(2)関係団体借入金等 

(2)退職手当引当金 

(3)その他 

 

２．流動負債 

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)その他 

20,069 

17,118 

163 

2,499 

289 

 

1,580 

1,083 

497 

19,824 

16,841 

195 

2,484 

305 

 

1,591 

1,081 

511 

245 

277 

△  32 

  15 

△  16 

 

△  11 

   2 

△  14 

負債合計 21,649 21,416 233 

純資産の部    

純資産合計 23,533 24,178 △ 645 

負債及び純資産合計 45,182 45,593 △ 411 

 

６６６６    連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書連結行政コスト計算書                                   (単位：億円) 

 24 年度 構成比  23 年度 増減 

経常行政コスト（Ａ）  7,022 100.0%   7,036 △  14 

１．人にかかるコスト 

(1) 人件費 

(2) 退職手当引当金繰入 

(3) 賞与引当金繰入 

 

２．物にかかるコスト 

(1) 物件費 

(2) 維持補修費 

(3) 減価償却費 

 

３．移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付 

(2) 補助金 

(3) 他会計等への支出額 

(4) 他団体への公共資産整備補助金 

 

４．その他のコスト 

(1) 支払利息 

2,744 

2,347 

250 

147 

 

1,719 

382 

149 

1,187 

 

2,208 

155 

1,471 

26 

556 

 

352 

273 

 39.1% 

33.4% 

3.6% 

2.1% 

 

 24.5% 

 5.4% 

 2.1% 

16.9% 

 

 31.4% 

 2.2% 

 21.0% 

 0.4% 

 7.9% 

 

 5.0% 

 3.9% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,745 

2,390 

207 

147 

 

1,734 

403 

153 

1,178 

 

2,208 

168 

1,459 

25 

556 

 

350 

284 

△   1 

△  43 

  43 

   0 

 

△ 15 

△ 21 

△  4 

   9 

 

   0 

△ 13 

   12 

   1 

0 

 

2 

△   11 

経常収益（Ｂ） 653  629 24 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 

（経常行政コスト－経常収益） 

6,368  6,408 △   40 
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７７７７    連結連結連結連結純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書                      (単位：億円) 

 金 額 

期首純資産残高 

 

純経常行政コスト 

財源調達 

地方税 

地方交付税 

補助金 

その他 

 

臨時損益 

 

資産評価替・無償受入 他 

 

期末純資産残高 

24,178 

 

△ 6,368 

6,001 

2,154 

2,279 

1,082 

485 

 

169 

 

△ 446 

            

23,533 

 

８８８８    連結連結連結連結資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書                                                                                (単位：億円) 

 金 額 

１．経常的収支 

２．公共資産整備収支 

３．投資・財務的収支 

1,543 

△ 244 

△ 1,104 

当期収支 195 

期首資金残高 2,123 

期末資金残高 2,318 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《《《《    参参参参    考考考考    》》》》    

    

＜＜＜＜貸借対照表＞貸借対照表＞貸借対照表＞貸借対照表＞    

    

(1) 資産は、４兆 5,182 億円となっており、そのうちの 92.0％を有形固定資産が

占めています。有形固定資産の内訳は、生活インフラ・国土保全が 81.1％、教育

が 6.7％などとなっています。 

(2) 負債は、２兆 1,649 億円となっており、長期・短期借入金合計が 84.9％、退

職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）12.7％となっています。 

＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞＜行政コスト計算書＞    

    経常行政コストは、7,022 億円で、経費の性質別では人件費などの「人にかか

るコスト」が 39.1％、減価償却費などの「物にかかるコスト」が 24.5%、補助金

支出などの「移転支出的なコスト」が 31.4％となっています。目的別では、「教

育」が 28.5％、「生活インフラ・国土保全」が 20.0％となっています。 

   経常収益は、653 億円となっており、経常行政コストの 9.3％となっています。 

＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞＜資金収支計算書＞    

資金収支計算書において、経常的収支額は 1,543 億円のプラスになっている一

方、公共資産整備収支額は 244 億円、投資・財務的収支額は 1,104 億円のマイナ

スとなっており、収支額の合計は 195 億円のプラスとなっています。 

連結財務諸表のポイント連結財務諸表のポイント連結財務諸表のポイント連結財務諸表のポイント    
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【これまでの取り組みについて】【これまでの取り組みについて】【これまでの取り組みについて】【これまでの取り組みについて】    

長野県では、財政状況をよりわかりやすく県民の皆様にご理解いただけるよう次のよう

な取り組みをしてきました。 

 

年 度 内  容 説  明 

平成 11年度～ 

「総務省モデル」に基づく普

通会計バランスシート（貸借

対照表）の作成・公表 

県が保有する資産や負債などのストック情報 

平成 12年度～ 

民間企業の損益計算書に相当

する行政コスト計算書の作

成・公表 

減価償却費など現金の支出を伴わないコストも含め、

県が１年間に県民の皆様に提供した行政サービスの

コスト等の状況 

平成 16年度～ 

「連結バランスシート」の試

案を作成・公表 

普通会計に公営企業会計を加えた「県全体のバランス

シート」、本県と連携協力して行政サービスを実施し

ている関係団体を連結 

平成 20年度～ 

新地方公会計モデルに基づく

財務諸表の作成・公表 

これまでの貸借対照表、行政コスト計算書に、新たに

純資産変動計算書（貸借対照表における「純資産の部」

の１年間の変動状況を示したもの）、資金収支計算書

（どのような行政活動により資金（歳計現金）の出入

りがあったかを示すもの）を加えた財務諸表４表の作

成・公表 

 

新地方公会計モデルに関する総務省ホームページ 

http://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/index.html 

※普通会計とは・・一般会計と特別会計（公営企業会計を除く）を合算し会計間の重複を除いたもの

で、統計上使用される会計区分です 
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《 資料一覧 》 

 

 資  料  名 資料番号 

普通会計財務諸表 

貸借対照表 １－１ 

行政コスト計算書 １－２ 

純資産変動計算書 １－３ 

資金収支計算書 １－４ 

普通会計財務諸表に関する注記事項 １－５ 

貸借対照表（県民一人当たり） １－６ 

行政コスト計算書（県民一人当たり） １－７ 

普通会計附属明細書 

有形固定資産明細表 ２－１ 

主な施設の状況 ２－２ 

売却可能資産明細表 ２－３ 

投資及び出資金明細表 ２－４ 

貸付金明細表 ２－５ 

基金等明細表 ２－６ 

長期延滞債権明細表 ２－７ 

未収金明細表 ２－８ 

債務負担行為明細表 ２－９ 

将来負担の状況 ２－１０ 

県全体財務諸表 

県全体貸借対照表 ３－１ 

県全体行政コスト計算書 ３－２ 

県全体純資産変動計算書 ３－３ 

県全体資金収支計算書 ３－４ 

連結財務諸表 

連結貸借対照表 ４－１ 

連結行政コスト計算書 ４－２ 

連結純資産変動計算書 ４－３ 

連結資金収支計算書 ４－４ 

県全体及び連結財務諸表に関する注記事項 ４－５ 

県全体・連結 

附属明細書 

連結対象法人等明細表 ５－１ 

連結貸借対照表内訳表 ５－２ 

連結行政コスト計算書内訳表（目的別・性質別） ５－３ 

連結純資産変動計算書内訳表 ５－４ 

連結資金収支計算書内訳表 ５－５ 

相殺消去等に含めた重要な修正・組替等の状況 ５－６ 

地方債等明細表 ５－７ 

退職手当引当金明細表 ５－８ 

健全化判断比率・資金不足比率の状況 ５－９ 

 


